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資料２

医療法人の剰余金の使途の明確化について

１．「公益法人制度改革に関する有識者会議」報告書における
「剰余金」に関連する主な提言は、次のとおり。

◆一般的な非営利法人制度

○社団形態の非営利法人制度
①趣旨

営利（剰余金の分配）を目的としない団体に一般的に法人格取得の機
会を付与。

②営利法人との区別
社員の権利・義務の内容として、
ア）出資義務を負わない。
イ）利益（剰余金）分配請求権を有しない。
ウ）残余財産分配請求権を有しない。
エ）法人財産に対する持分を有しない。

◆公益性を有する非営利法人制度

○判断要件のあり方
規律については、公益性を有する法人に相応しい規律のしっかりとした

法人の受け皿の仕組みを構築する観点から、
・内部留保が過大でないこと。
・株式保有等を制限すること。

等とする。

（参考）公益法人制度改革に関する有識者会議報告書～抜粋～
２．一般的な非営利法人制度

（２）総則的事項

① 法人類型等

一般的な非営利法人制度における法人類型は、一定の目的の下に結合した人の集合に法人格を

付与する社団形態の非営利法人と一定の目的の下に結合された一団の財産に法人格を付与する財

団形態の非営利法人の２種類とし、前者は「営利を目的としない社団」と定義するが、後者につ

いては、財団における「非営利」の意味と併せて検討する必要がある。

（３）社団形態の非営利法人制度

① 趣旨

営利（剰余金の分配）を目的としない団体に一般的に法人格取得の機会を付与することによっ

て、法人を設立して活動しようとする人々の自由活発な活動を促進する。

③ 営利法人と区別

社員の権利・義務として、ア）出資義務を負わない、イ）利益（剰余金）分配請求権を有しな

い。ウ）残余財産分配請求権を有しない、エ）法人財産に対する持分を有しないこととし、営利

法人制度との区別を明確化する。

（４）財団形態の非営利法人制度

① 趣旨

設立者が一定の目的の下に提供した財産に法人格取得の機会を広げることによって、設立者の
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創意に基づく財産の社会的活用を促進する。

３．公益性を取り扱う仕組みの在り方

（２）判断要件のあり方

② 事業

ウ 収益的事業の要件

公益性を有する法人が、その健全な運営を維持し、十分な公益的活動を行うための収入を確保

するために、付随的に収益を目的として行う事業（以下「収益的事業」という。いわゆる税法上

の収益事業ではない。）を行う場合は、以下の要件に適合することが必要である。

（ア）収益的事業に伴う利益の公益的事業への使用

公益性を有する法人が、その健全な運営を維持し、十分な公益的事業を行うための収入を確

保するために、付随的に収益を目的として行う事業が許容されることにかんがみれば、収益的

事業の利益は原則として公益的事業のために使用することが適当である。

ただし、例えば、公益的事業を行うための資金を拡大するために収益的事業の拡大を企図し

て収益的事業の利益を再投資する場合等、法人個別の事情も斟酌することが望ましいと考えら

れることから、判断主体において委員会の意見に基づき、特に合理的理由が認められると判断

する場合に限り、利益を公益的事業以外の事業に使用することも許容することが適当である。

この場合、併せて、利益を公益的事業以外の事業のためにも使用する合理的理由について情報

開示を求めるべきである。

③ 規律

公益性を有する相応しい規律のしっかりした法人の受け皿の仕組みを構築する観点から、主な規

律（後述の「ガバナンスのあり方」に含まれる規律を除く）の要素として、以下の事項が挙げられ

る。

イ 役員報酬等

役員報酬等が法人の資産・収入の状況から見てあまりに多額になると、公益性を有する法人と

して不適切な利益分配となるおそれがあり、かつ、公益的事業を圧迫する可能性があることか

ら、役員報酬等が不当に高額であることは適当ではない。

しかしながら、適切な役員報酬等について、すべての公益性を有する法人に対し一律に基準を

設けることは困難であり、法人運営に必要な有用な人材を確保する観点からも、適切な役員報酬

等のあり方については、公益性を有する法人の自律性を尊重することが望ましいと考えられ、役

員報酬等については、例えば、役員に対する報酬等の支給基準の開示を求めるなど、国民一般に

対する情報開示を通じた社会監視の対象とすることが適当である。

エ 内部留保のあり方

公益的事業を適切かつ継続的に行うため、一体の内部留保は必要であるが、積極的に不特定多

数の者の利益の実現を目的とする活動であれば、本来単年度の収支において大幅な黒字を生ずる

ものでないと考えられる。また、こうした収支余剰の累積等に伴い、本来公益的な事業に使われ

るべき資金が、使われず法人内部に蓄積させるのは望ましくない。

このため、適正な法人活動を制約しない範囲で、将来の公益的事業の実施に必要な範囲を超え

て過大な資金等が留保されることがないよう、法人の実態等も踏まえつつ、適切な規律を設ける

ことが適当である。具体的な規律のあり方としては、現行指導監督基準等による「いわゆる内部

留保」の考え方について、例えば、正味財産との関係にも留意しつつ必要な見直しを行い、でき

るだけ恣意性を排除した客観的な規律とすることが望ましい。

また、当該規律に係る適正な水準については、指導監督基準等において望ましいとされてい

る、一事業年度における事業費、管理費等の合計額の３０％程度以下という水準は、適正な法人

活動を制約するおそれがあるとの指摘を踏まえ、見直すことが適当である。ただし、法人個別の

事情を斟酌する必要があることから、判断主体において委員会の意見に基づいて、特に合理的理

由が認められると判断する場合に限り、当該水準を超えることも許容することが適当である。こ

の場合、併せて、当該水準を超える合理的理由について情報開示を求めるべきである。

オ 管理費等の水準

公益的事業を圧迫する可能性があることから、管理費の総支出額に占める割合や人件費の管理

費に占める割合が過大なものであるのは適当でない。

しかしながら、適切な管理費等の水準について、すべての公益性を有する法人に対し一律の基

準を設けることは困難であり、業種ごとの柔軟な法人運営といった観点からも、適切な管理費等

の在り方については、公益性を有する法人の自律性を尊重することが望ましいと考えられ、管理
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費等の水準については、例えば、管理費の総支出額に占める割合や人件費の管理費に占める割合

の開示を求めるなど、国民一般に対する情報開示を通じた社会監視の対象とすることが適当であ

る。

カ 財産的基盤の確保

公益性を有する社団形態の法人については、設立目的の達成等のため、健全な事業活動を継続

するに必要な確固とした財政的基礎を有することが望ましい。

しかしながら、業種・法人ごとに求められる財産的基盤のあり方が異なることから、すべての

公益性を有する法人に対して一律の基準を設けることは困難であり、多様な形態の法人活動を促

進すべきといった観点からも、適切な財産的基盤の確保のあり方については、公益性を有する法

人の自律性を尊重することが望ましいと考えられ、財産的基盤の確保については、例えば、財務

書類の開示を求めるなど、国民一般に対する情報開示を通じた社会監視の対象とすることが適当

である。

キ 株式保有等制限

公益性を有する法人は、積極的に不特定多数の者の利益の実現を目的とする法人であることか

ら、営利企業の支配を通じた制度の濫用が行われることは適当でなく、原則として、運用財産の

管理運用である場合及び設立者・寄附者の公益的な意思に基づき処分に制限が課された財産とし

て寄附された場合を除き、株式保有等を行ってはならないとすべきとの考え方がある。この場

合、財産の管理運用等の場合であっても、株式等を保有する営利企業の全株式の２分の１を越え

る株式等の保有を行ってはならないよう措置するとともに、情報開示を通じて株式の保有等に関

する内容を明らかにすることが適当である。

一方、公益性を有する法人が付随的に収益事業を行うことができるのであれば、収益的事業を

行う子会社等を有することも認めるべきとの考え方がある。ただし、この場合、制度の濫用を防

止する観点から、子会社等にも公益性を有する法人と同程度の情報開示を求め、公益性を有する

法人と子会社等を合わせて公益性の判断要件を満たさなければいけないこととするなど、一定の

制約が必要と考えられる。

２．「医療法人制度改革の基本的な方向性について」における
「透明性の確保」の主な論点の整理は、次のとおり。

【改革を通じた医療法人の将来の姿（案）】

○ 医療法人の財政基盤としての剰余金の使途については、医療法に明確に規
定することによって、医療法人の非営利性をより鮮明にするとともに、剰余
金はすべて医療に再投資することによって地域に還元することとし、特定の
個人や団体に帰属させるものではないことを明らかにしてはどうか。
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３．医療法人の剰余金の使途の明確化について

◇ 公益法人制度改革の提言において、一般的な非営利法人制度の中で営利法人
との区別をするため、社団形態では、社員の権利・義務の内容に、
イ）利益（剰余金）分配請求権を有しない。

こととされている。

◇ 医療法人については、医療法第５４条で剰余金の配当を禁止している。この
主旨は、剰余金の使途は医療の向上に還元するものであって、具体的な取扱い
は、医療法人の使命の表れとしてその使途先は委ねられており、これまでは、
特段の基準は設けられていなかった。

◇ しかしながら、規制改革・民間開放推進会議などから、
①剰余金が必ずしも医療の向上に還元しているとは言えないのではないか。
②事業活動により生じた収益を、医療法人の運営上適切でない費用や不要な
費用に充てているのではないか。

として、非営利性が形骸化しているのではないかと指摘されているところ。

◇ このような中、医療法人の非営利性を徹底し、医療の永続性・継続性の確保
に向けて、従来の剰余金の配当禁止に加えて、
①剰余金の使途の明確化、
②不適正な費用負担（利益供与）の禁止

といった観点から、以下の具体的方策（案）をたたき台として、剰余金の使途
の明確化に係る考え方等を整理、検討していくこととしてはどうか。

①医療法人の剰余金の使途に関する現状

◇医療法第５４条（剰余金の配当禁止）
○ 医療法人の非営利の位置付けとして、医療機関等の運営により生じた利益
（剰余金）の社員等へ分配を禁止。

（参考）医療法

（剰余金配当の禁止）

第５４条 医療法人は、剰余金の配当をしてはならない。

○ 剰余金の具体的な使途の例は、次のとおり。
・設備整備に要する費用。
・医療機関の医療従事者を含めた法人職員に対する給与改善費用。
・将来の施設整備に係る積立金（医療法人に留保）

○ また、配当ではないが、事実上利益の分配とみなされる行為として、次のよ
うな事例については、配当類似行為として禁止。
・近隣の土地建物の賃借料と比較して、著しく高額な賃借料の設定
・病院等の収入等に応じた定率賃借料の設定
・病院等の本来業務や附帯業務以外の不動産賃貸業
・役員等への不当な利益の供与 等
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◇剰余金の会計処理の取扱い
○ 剰余金は、貸借対照表において「自己資本」である「資本」の一部として計
上され、それを財源により資産を形成しているもの。

（参考） 貸借対照表

資 産 負 債

財 他人資本流動資産 流動負債

固定負債産
固定資産 資 本の

状 自己資本出資金・基金

資本剰余金態
利益剰余金

計 計

○ このため、計算結果として生じる剰余金は、具体的な形態としては、資産と
して留保されており、医療法人の外部には流失しない仕組みとなっている。

②剰余金の使途の明確化に係る具体的方策（案）〈たたき台〉

Ⅰ．医療法における位置付けについて

◇剰余金の使途の明確化
○ 仮に医療法に剰余金の使途を明示（資金的・会計処理的な取扱いを明記する
こと）した場合、医療法人にとっては硬直的な会計・財務状態となり、法人運
営の自主性を阻害する可能性が高い。

○ このことから、医療法人の運営の自主性を阻害しないようにするため、法人
の自主的な規律としての剰余金の使途の考え方の明確化の検討を進めるべきで
はないか。

○ 具体的には、剰余金の使途の明確化は、医療法人の運営に必要な経費とし
て、次のような理念的な規定を明示してはどうか。

《例》
医療法人の剰余金は、運営に必要な（次に掲げる）経費に充てるものとす

る。
一 医療の質の向上に向けた資源の充実に要する費用
二 安定的な財政基盤の確保に要する費用
三 医療法人の経営の確立に要する費用

◇適正な費用負担の取扱い
○ 剰余金の使途の明確化を図る一方で、医療法人の適正な運営に資する観点か
ら、実質的に利益を流失させる可能性のある資金を費用化する場合の取扱いと
して、不適切な費用負担を禁止することを、医療法に位置付けることとしては
どうか。

《例》
医療法人は、その運営に著しく支障を来す経費の負担をしてはならない。
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Ⅱ．剰余金の使途の明確化の考え方

◇医療の質の向上に向けた資源の充実
○ 「医療の質の向上に向けた資源の充実」の考え方は、医療法人が従来から行
っている建物や医療機器の整備はもとより、医療を提供する医療従事者等スタ
ッフの資質の向上に向けた処遇改善、研修の実施など医療法人の医療資源であ
る「物」及び「人」の効果的な充実を図るものとしてはどうか。

《医療の質の向上に向けた資源の充実の例》

※ これらはあくまでも例示であり、剰余金の使途がこれだけに限られる
ものではない。

◆施設整備費用
・施設整備（改修、増改築、修繕等）

◆設備整備費用
・医療機器整備、システム開発等

◆職員関係費用
・給与（退職金）改善費用、学会・研修費用

◆医療安全費用
◆臨床研修費用
◆看護師等養成施設費用
◆医療機能連携費用

・機能評価費用、地域連携ネットワーク費用
◆臨床研究費用

・治験費用、臨床技術開発費用
◆地域保健活動費用

・検診費用
◆これらに係る積立金

◇安定的な財政基盤の確保
○ 「安定的な財政基盤の確保」の考え方は、医療法人が多様化する事業に適切
に対応する上で、経営管理体制の強化、財政基盤の充実など財政的資源の充実
を図るものとしてはどうか。

《安定的な財政基盤の確保の例》

※ これらはあくまでも例示であり、剰余金の使途がこれだけに限られる
ものではない。

◆経営関係費用
・経営改善費用、外部監査費用、情報公開費用等

◆社債関係費用
・格付け機関審査費用、元利金

◆医療法人共助費用
・他医療法人への出資、経営支援（社債購入）費用

◆社会福祉事業費用
・社会福祉法人への寄付、社会福祉事業費用

◆これらに係る積立金
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◇医療法人の経営の確立
○ 「医療法人の経営の確立」の考え方は、医療法人の非営利性がより徹底され
るものとしてはどうか。

《使途の具体的取扱い》

※ これらはあくまでも例示であり、剰余金の使途がこれだけに限られる
ものではない。

◆持分のない医療法人への移行のための費用
◆これらに係る積立金

Ⅲ．適正な費用の取扱いの考え方

◇適正な費用負担の取扱い
○ 医療法人が今後とも安定した運営を行えるよう、以下のような取扱いは望ま
しくないものとして、明示してはどうか。

《不適切な費用負担の例》
◆外部に対する不適切な利益分配の禁止
・役員、社員等への根拠のない高額報酬や法人の運営と関連しない不適切
な資金貸付け 等

◆不要な費用負担による実質的な利益分配の禁止
・医療法人の運営とは関係のない費用の支出
・社会通念上著しく高額な賃借料や収入に応じた定率賃借料の支出 等


